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役員規程（中会社・従来制度）

第１章　総　　則

（目的）
第１条　この規程は、株式会社○○（以下「会社」という）の役員の就任・服務・退任および報酬などに関する基本的事項について定めるものである。

２　この規程に定める事項以外については、法令および定款あるいは取締役会の決定に従うものとする。

（役員の定義）
第２条　この規程において役員とは、株主総会で選任された取締役および監査役のことをいう。

（適用範囲）
第３条　この規程は、原則として常勤の役員に適用する。ただし、必要があるときは、この規程の一部を非常勤役員に準用することがある。

（規程の遵守）
第４条　役員は、この規程を遵守して誠実に行動するとともに、つねに自己研鑽し、会社の発展のために努めなければならない。

第２章　選任・就任

（役員の選任）
第５条　役員を新任および再任するときは、取締役社長が推薦し、取締役会の承認を得るものとする。

２　役員に推薦された者は、株主総会の決議において選任される。

（就任の承諾）
第６条　役員に選任され、就任を承諾する者は、速やかに役員就任承諾書を会社に提出しなければならない。

２　前項の規定は、役員が重任された場合にも適用する。

（役員の就任）
第７条　役員への就任日は、株主総会において決議のあった日とするが、役員としての待遇は、前条の役員就任承諾書を受理した日からとする。

第３章　服　　務

（役員心得）
第８条　役員は、業務の執行に当たって、次に定める事項を遵守しなければならない。

　(1)　法令・定款・職務権限規程などに従って、所管業務を適正に遂行すること。

　(2)　善良なる管理者として、注意義務を守り、忠実にその責務を果たすこと。

　(3)　役員にふさわしい人格および能力を備え、周りから信頼・尊敬される人間形成に努めること。

　(4)　会社の方針および取締役社長の指示に基づいて、業務を計画的に処理すること。

　(5)　所轄部門を統括し、他部門との連携・協調に努めること。

　(6)　内外ともに公正・公平・平等に人に接すること、ならびに賞罰を厳正に行うこと。

（禁止事項）
第９条　役員は、以下に定める事項をしてはならない。

　(1)　会社の承認を得ないで、他の会社の役員または使用人になること。

　(2)　会社の承認を得ないで、事業経営または他の職務を兼任すること。

　(3)　職務上の地位を利用して、手数料・リベートなどを収受することや自己または第三者の利益のために取引を行うこと。

　(4)　職務上の地位を利用して、個人的に会社の金品を利用したり、従業員を使用したりすること。

（機密保持）
第10条　役員は、職務上知り得た会社の機密情報を、正当な理由なく会社の内外に漏えいしてはならない。

２　前項については、退任後も遵守する必要がある。

（賠償責任）
第11条　役員が故意または重大な過失により会社に損害を与えた場合は、その損害額の全部または一部を賠償しなければならない。
第４章　勤　　務

（勤務時間）
第12条　役員の勤務時間は、原則として従業員就業規則に準じる。

２　業務上またはその他のやむを得ない事情により、前項の時間帯に勤務できないときは、事前または速やかにその旨を会社に届け、業務に支障のないように努めるものとする。

（休日・休暇）
第13条　休日は、原則として従業員就業規則に準じる。ただし、業務上必要があるとき　　　　  は、休日であっても出勤することを拒まないように努めなければならない。

２　休暇は、原則として従業員就業規則に準じる。

３　役員が休暇中に旅行などをするときは、事前に会社に連絡先を届け、つねに連絡の取れる状態にしておくように努めるものとする。

第５章　退　　任

（役員の退任）
第14条　役員は、以下のいずれかの事由に該当するときは退任となる。

　(1)　任期満了

　(2)　辞任
　(3)　解任

　(4)　死亡

　(5)　資格喪失

（任期満了）
第15条　役員の任期は、取締役は２年、監査役は４年とし、任期が満了したときは自動的にその資格を失う。

２　前任役員の任期中に後任として就任した場合は、前任者の残任期間を任期とする。

（辞任）
第16条　役員を辞任する場合は、原則として６カ月前までに取締役社長に届け出なけれ    ばならない。

２　役員を辞任する場合は、業務上の引継ぎを完了することが必要であり、また辞任後にも、その責任にかかわる業務については責任をもたなければならない。

（解任）
第17条　役員の解任は、取締役会の承認を得て、株主総会の決議により行うことができる。

（資格喪失）
第18条　役員に商法または定款に定める欠格事由が生じた場合には、その資格を喪失する。

第６章　定　　年

（定年）
第19条　役員の定年は、原則として次に定めるとおりとする。

　　　　会　長　　　　70歳

　　　　社　長　　　　70歳

　　　　専　務　　　　65歳

　　　　常　務　　　　63歳

　　　　取締役　　　　62歳

　　　　監査役　　　　65歳

２　任期中に前項の定年年齢に達した場合には、任期満了日まで定年を延長するものとする。

（退任後の処遇）
第20条　退任する役員が、在任中特に会社に対して貢献がある場合は、「相談役」「顧問」などを委嘱することができる。

２　相談役および顧問の任期は１年とする。ただし、再任は妨げない。

第７章　報　　酬
（報酬の決定）
第21条　役員報酬は、世間水準や経営内容および従業員給与などのバランスを考慮して決定する。

２　役員報酬は、株主総会で決議した報酬限度額の範囲内において、取締役は取締役会で、監査役は監査役の協議で決定する。

３　前項にかかわらず、取締役会の一任において、取締役社長が各人の役員報酬を決定することがある。

（報酬の種類）
第22条　役員の報酬は、原則として役員報酬のみとする。

２　使用人兼務役員の報酬は、使用人分と役員分に分けて表示する。

（報酬の改訂）
第23条　役員報酬は、原則として、任期の更改時に改訂を行うことができる。

２　役位の変更があった場合は、前項にかかわらず新役位に就任した月から改訂を行う。

（支給方法）
第24条　役員報酬は月額で設定し、原則として従業員の給与支給日に支給する。

２　役員報酬から、税金、社会保険料および前払い金などを控除する。

（減額措置）
第25条　役員報酬は、必要に応じて、業績その他の事由により減額することがある。

（非常勤役員の報酬）
第26条　非常勤役員の報酬は、取締役会で決定する。

（賞与）
第27条　役員賞与は、株主総会で利益処分として決議のうえ、支給する。

２　役員賞与は、株主総会で決議した限度額の範囲内において、取締役は取締役会で、監査役は監査役の協議で決定する。

３　前項にかかわらず、取締役会の一任において、取締役社長が各人の役員賞与を決定することがある。

第８章　退職慰労金

（退職慰労金の支給）
第28条　役員の在任中の功績に報いるため、退職慰労金を支給する。

２　退職慰労金は、この規程によって算定された金額を取締役は取締役会で、監査役は監査役の協議において決定したうえで、株主総会の承認を得て支給する。

（退職慰労金の算定基準）
第29条　退職慰労金は、在任した役位と在任した期間に応じて、次の算定式を基準とし　　て算定した金額の累計とする。

　　退職慰労金の金額＝役位別基準額（報酬月額）×役位別功績倍率×在任年数

（在任年数）
第30条　退職慰労金の算定に使用する在任年数は、役員就任日から退任日までとし、年単位で計算する。１年に満たない在任期間分については月単位で按分計算し、１カ月未満の端数があるときは、１カ月に切り上げる。

（役位別功績倍率）
第31条　退職慰労金の算定基準となる功績倍率は次のとおりである。

　　　　会　長　　　　3.0

　　　　社　長　　　　3.0

　　　　専　務　　　　1.8

　　　　常　務　　　　1.5

　　　　取締役　　　　1.2

　　　　監査役　　　　1.2

（功労加算）
第32条　在任中に会社に対して特別の功労があったと認められる者には、第29条の退職慰労金に加えて功労金を支給することができる。

２　功労加算は、退職慰労金の30％を上限とする。

（退職慰労金の減額）
第33条　在任中に会社に対して重大な損害を与えた場合には、第29条の退職慰労金を減額あるいは不支給とすることができる。

（使用人兼務役員）
第34条　使用人兼務役員に対してこの規程により支給する退職慰労金には、使用人分の退職金は含まれないものとする。

（非常勤役員）
第35条　非常勤役員の退職慰労金は、原則として不支給とする。ただし、在任中に特別の功労があったと認められる者には、取締役会の決議により退職慰労金を支給することができる。

２　非常勤役員に退職慰労金を支給する場合は、第29条による算定額の50％を上限とする。

（支給時期および方法）
第36条　退職慰労金の支給時期および支給方法は、取締役会の決議または監査役の協議によって決定する。

２　取締役を退任し監査役に就任したとき、あるいは監査役を退任し取締役に就任したときには、そのつど退職慰労金を支給し、任期の通算は行わない。

付　　則

（規程の改廃）
第１条　この規程の改廃は規程管理規程による。

（実施期日）
第２条　この規程は、平成○年○月○日から施行する。































